
福井市における既成市街地再編の統合的検討
―― パンプローナ都市アジェンダ2030を参照事例として ――

Integrated Approaches to the Regeneration of Existing Urban Areas in Fukui City:
The Pamplona Urban Agenda 2030 as a Reference Case

フロレス漆間・アンドレア百合＊

Ⅰ．はじめに

Ⅱ．対象と方法

Ⅲ．パンプローナ都市アジェンダ 2030 の構成

Ⅳ．三つの事業にみる統合的枠組み

Ⅴ．福井市への参照可能性と制度的限界

Ⅵ．おわりに

要約

福井市では，空き家の増加，高齢化，河川空間の活用など，既成市街地再編に関わる課題が

複数の政策分野にまたがっている．本稿は，スペイン北部ナバーラ州の州都パンプローナを参

照事例とし，住宅ストック再生，河川再自然化，河川回廊整備が「パンプローナ都市アジェン

ダ2030」のもとでどのように関係づけられているのか，また，その構成のうち福井市で参照し

得る要素と，制度的文脈に依存する要素は何かを検討する．市・州の公式計画，事業資料，統計，

関連研究を用い，事業の位置づけ，運営主体，実施手段，公表された実績指標を検討した．三

事業からは，異なる政策分野を共通の戦略プロジェクト群として可視化し，進捗を管理する枠

組みが確認できる．一方，資金調達，住宅政策，河川管理の具体的手段は，EU，スペイン，ナバー

ラ州の制度的条件に依存する．福井市で参照し得るのは，個別制度の直接移転ではなく，既存

施策を共通の課題体系と空間単位に対応づけ，部局間調整を支える方法である．

キーワード：パンプローナ，福井市，都市アジェンダ，既成市街地再編，都市再生

＊　福井県立大学地域政策学部
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Ⅰ．はじめに

福井市では，空き家の増加，高齢化，河川

空間の活用，歩行環境の改善などが，既成市

街地の将来に関わる課題として重なってい

る．2023年住宅・土地統計調査では，市内

の住宅総数12万4,690戸に対して空き家は2

万50戸，空き家率は16.1％であった．また，

福井市住宅基本計画では，65歳以上人口の

割合が2040年に36.1％，2045年に37.4％に

達すると見込まれている．足羽川でも，河川

空間の利活用や中心市街地との回遊をめぐる

取組が進められている（福井市 2023a；福井

市 2024；県都にぎわい創生協議会 2022）．

福井市には，都市計画マスタープラン，立

地適正化計画，住宅施策，河川関連事業など，

各分野に対応する計画や取組がすでに存在す

る．問題は個別施策の不足だけではなく，そ

れらが既成市街地の再編という共通の課題に

どのように関係するのかが，必ずしも一つの

枠組みとして示されていない点にある．空き

家，高齢化，移動，公共空間，河川環境は，

それぞれ異なる部局や制度の対象であるが，

実際の市街地では同じ場所に重なって現れ

る．このため，個別事業の内容に加え，複数

の事業をどのように関連づけ，優先順位と進

捗を共有するかを検討する必要がある．

海外都市の取組を参照する場合，その制度

や事業をそのまま移すことはできない．政策

移転研究は，何が，誰によって，どのような

条件のもとで移されるのかを区別し，移転元

と移転先の制度的差異を考慮する必要を指摘

してきた（Dolowitz and Marsh 2000）．政策

モビリティ研究も，政策が別の場所へ移る過

程で選択され，翻訳され，変形される点を重

視する（Peck and Theodore 2010）．また，

比較都市研究では，制度的同一性を前提とせ

ず，ある都市の経験を通して別の都市の問題

を捉え直す方法が論じられている（Robinson 

2016）．本稿でいう「参照」とは，パンプロー

ナの制度を福井市へ直接導入することではな

く，両者の相違を踏まえ，どのような調整方

法が検討に値するかを見定めることを意味す

る．

パンプローナ都市アジェンダについて，

Yanguas-Elorz（2022）はスペイン都市アジェ

ンダとの関係から同市の再生指標と戦略を整

理し，Yanguas-Elorz et al.（2023）はGISを

用いた定量指標の作成方法を示している．本

稿はこれらの成果を踏まえつつ，指標体系そ

のものではなく，住宅ストック再生，河川再

自然化，河川回廊整備という性格の異なる取

組が，都市アジェンダのなかでどのように関

係づけられているかに焦点を絞る．そのうえ

で，そこで確認される調整方法と，EU，ス

ペインおよびナバーラ州の制度に依存する実

施手段を区別し，福井市における参照可能性

の範囲を検討する．

本稿の問いは，パンプローナにおいて，住

宅ストック再生，河川再自然化および河川回

廊整備が，都市アジェンダ2030のもとでど

のように位置づけられているのか，また，そ

の構成のうち福井市で参照し得る要素と，制

度的文脈に依存する要素は何か，というもの

である．本稿は，都市アジェンダが個々の事

業成果を因果的にもたらしたことを立証する

ものではない．公表資料から確認できる事業

の位置づけ，運営体制，実施手段および実績

指標を整理し，分野別事業を一つの戦略体系

のなかで扱う方法を検討する．
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Ⅱ．対象と方法

本稿は，福井市とパンプローナを制度的に

同一の都市として対称的に比較するものでは

なく，パンプローナを単一の参照事例として

検討する文献・資料調査である．事例選定で

は，都市規模と地方圏における中心都市とし

ての役割，既成住宅ストックと高齢化に関わ

る課題，河川と公共空間が市街地再編の対象

となっていること，さらに，これらを複数分

野にまたがる都市戦略として扱っていること

を重視した．これらは都市の類似性を判定す

るための条件ではなく，分野別課題の関係と

調整方法を検討するための参照条件である．

パンプローナはスペイン北部のナバーラ州

に位置する同州の州都であり，フランス国境

に近い内陸都市である（図1）．

図1　スペインにおけるパンプローナとナバーラ州の位置
出所：著者作成．
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分析には，パンプローナ市およびナバーラ

州が公表した都市戦略文書，事業資料，統

計資料と，各事業に関する研究論文を用い

た．都市アジェンダの構成と運営については，

市 の「Marco Estratégico」「57 Proyectos 

Estratégicos」および2025～2027年の運用計

画を参照した（Ayuntamiento de Pamplona 

2021；2022；2025b）．住宅再生については

PE219エフィディストリクトの事業資料と既

往 研 究（Arriazu-Ramos et al. 2021；López 

Rodríguez et al. 2021），河川再自然化につい

てはRUNA2025の公式事業資料（Fundación 

Biodiversidad n.d.），河川回廊については都

市アジェンダとパンプローナ都市圏の緑と水

のインフラに関する資料（Ayuntamiento de 

Pamplona 2022；Gobierno de Navarra 2020）

を用いた．福井市については，人口・住宅統計，

住宅基本計画，立地適正化計画，空き家等対

策計画，足羽川関連の公表資料を参照した．

分析は二段階で行った．まず，パンプロー

ナ都市アジェンダ2030について，課題と戦

略プロジェクト群の構成，運営主体と参加，

進捗管理の仕組みを整理した．次に，PE219

エフィディストリクト，RUNA2025，PE102

水辺環境軸を，①扱う課題，②都市アジェン

ダ内での位置づけ，③実施主体，④資金・実

施手段，⑤公表された実績指標の観点から検

討した．福井市への参照可能性は，調整方法

として参照し得る要素，日本と福井市の制度

に即して再構成する必要がある要素，EU・

スペイン・ナバーラ州の条件に依存し直接に

は移転できない要素に分けて考察した．

なお，本稿は公表資料を中心とする分析で

あり，行政部局や事業関係者への聞き取り調

査は行っていない．また，公表された実績値

は事業の整備規模や運用状況を示すものであ

り，都市アジェンダ自体が成果を生じさせた

という因果関係を証明するものではない．本

稿の射程は，都市アジェンダの構成と事業の

位置づけを確認し，福井市における比較参照

の論点を示すことにある．

表1は，両市を制度的に同一とみなすため

ではなく，参照事例の選定に用いた都市規模，

人口構成，住宅ストック，河川・公共空間と

いう条件を確認するものである．

表１　参照事例の選定に関わる両市の条件

  注  ：人口および高齢化率の基準時点は資料により異なる．数値の一致ではなく，両市が中規模の地方中枢都市として，既成住宅ストック，

　　   高齢化，河川・公共空間をめぐる課題を抱えることを確認するために掲げた．

出所：Ayuntamiento de Pamplona（2021, pp. 1, 61-62；2022, pp. 11-13, 86-89；2025a, p. 13；2026），Fundación Biodiversidad（n.d.），

　　   福井市（2024；2025a, pp. 5, 10, 35；2026, p. 1），県都にぎわい創生協議会（2022, p. 13）をもとに著者作成

項目 パンプローナ 福井市

市域人口 213,526人（2026年1月1日） 251,418人（2026年3月1日）

65歳以上人口割合 23.0％（2024年4月）
29.4％（2020年実績）

31.3％（2025年推計）

住宅ストック上の課題

既成住宅地のエネルギー再生を

PE219等の戦略プロジェクトに

位置づけ

空き家20,050戸，空き家率16.1％

（2023年）

河川・公共空間 PE102水辺環境軸，RUNA2025 足羽川の利活用，回遊・景観形成

戦略的都市枠組み
Agenda Urbana de Pamplona 2030

（2021年承認）

都市計画マスタープラン，

立地適正化計画等

都市機能上の位置づけ
ナバーラ州都，

パンプローナ都市圏の中核都市

県都，広域的都市機能が集積する北

陸圏の中枢都市
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Ⅲ．パンプローナ都市アジェンダ

　　2030の構成

パンプローナ市が策定した「パンプロー

ナ都市アジェンダ2030（Agenda Urbana de 

Pamplona 2030）」は，土地利用を直接規制

する法定都市計画ではなく，住宅，移動，公

共空間，環境，社会政策など，複数分野の課

題と事業を共通の戦略体系のもとで整理す

る枠組みである．市は2016年に戦略オフィ

ス（Oficina Estratégica）を設置し，都市診

断，関係主体の参加，プロジェクト案の収

集を進めた．都市アジェンダは2021年4月

15日に市議会で全会一致により承認された

（Ayuntamiento de Pamplona 2021）．

都市アジェンダは，5つの次元，29の戦略

目標，57の戦略プロジェクトから構成され

る．各戦略目標はSDGsとの対応関係をもち，

抽象的な目標を具体的なプロジェクト群に結

びつける構成となっている（Ayuntamiento 

de Pamplona 2021；2022）．策定過程には，

市議会各会派，市役所各部局，大学，経済団体，

労働団体，近隣組織，社会団体，若者，市民

などが参加した．市の資料によれば，約100

の主要主体が関わり，参加者は1,000人を超

えた．

この参加過程の特徴は，意見を収集するこ

とだけでなく，課題や提案を戦略目標とプロ

ジェクトに整理し，担当主体，進捗，関連指

標を継続的に確認する仕組みへつなげた点に

ある．都市アジェンダは個別事業を直接執行

する制度というより，異なる分野の事業を共

通の政策体系に位置づける調整枠組みとして

用いられている．

2025～2027年の運用計画では，当初の57

プロジェクトのうち14件が優先プロジェク

トとして選定され，工程，担当主体，進捗指

標を明確にする作業が進められている．また，

2024年11月時点で41件が着手済みとされる

（Ayuntamiento de Pamplona 2025b）．これ

らの数値は都市アジェンダの運営状況を示す

ものであり，個々の事業の有効性を直接示す

ものではない．

表２　パンプローナ都市アジェンダ2030の運営構造と参加

出所：Ayuntamiento de Pamplona（2021, pp. 1, 11-17；2022, pp. 3-5；2025b, pp. 5-8）をもとに著者作成．

項目 内　容

戦略オフィス 2016年設置．都市戦略の策定を担い，部局横断的な調整と事業進捗の確認を行う

政治的承認 2021年4月15日に市議会で全会一致により承認

戦略構成 5次元，29の戦略目標，57の戦略プロジェクト

参加規模 約100の主要主体，1,000人を超える参加者

参加主体 市議会各会派，市役所各部局，大学，経済団体，労働団体，近隣組織，社会団体，若者，市民

案件形成 公共施設，図書館，ウェブサイト，電子メール等を通じて160件を超える提案を収集

モニタリング 都市観測，関連指標，各プロジェクトの進捗状況を継続的に確認

2025～2027年運用計画 14件を優先プロジェクトとして選定．2024年11月時点で41件が着手済み
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図2は，パンプローナ都市アジェンダ2030

の各戦略目標とSDGsとの対応関係を示した

ものである．本稿との関係で重要なのは，こ

の対応表が，住宅，移動，環境，社会政策な

どの分野を個別に並べるのではなく，複数の

目標を共通の価値軸のもとで関連づける都

市アジェンダの構成を可視化している点であ

る．SDGsは，各事業の成果を評価する指標

というよりも，異なる政策分野を一つの戦略

体系に位置づけるための参照枠として用いら

れている．対応関係を見ると，とくにSDG5

「ジェンダー平等を実現しよう」とSDG11「住

み続けられるまちづくりを」が多くの戦略目

標に関わっており，両者が特定部門に限定さ

れず，都市政策全体を横断する視点として重

視されていることが分かる．これは，次節で

扱う住宅再生，河川再自然化，河川回廊整備

が，相互に独立した個別事業ではなく，都市

全体の社会的・空間的課題のなかに位置づけ

られていることを理解するうえでも重要であ

る．ただし，対応件数の多さは予算配分や事

業の優先順位を直接示すものではなく，都市

アジェンダが戦略目標を整理する際の共通軸

を示すものとして理解する必要がある．

図２　パンプローナ都市アジェンダ2030の戦略目標とSDGsの対応関係
出所：Ayuntamiento de Pamplona（2021, p. 84）．
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Ⅳ．三つの事業にみる統合的枠組み

本稿では，PE219エフィディストリクト，

RUNA2025，PE102水辺環境軸を取り上げる．

三者は，事業の性格，実施主体，進捗段階が

同じではない．PE219は既成住宅地を対象と

するエネルギー再生事業，RUNA2025は河

川と緑地を対象とした期限付きの実施プログ

ラム，PE102は河川空間を一つの機能的単位

として扱う戦略プロジェクトである．以下で

は，同一の成果指標で評価するのではなく，

それぞれが扱う課題，公表された事業内容・

実績，都市アジェンダ内での位置づけを区別

して整理する．

1．PE219エフィディストリクト

PE219エフィディストリクト（PE219 Efi-

district）は，パンプローナ市東部のチャント

レア地区を対象とし，既存住宅の外皮改修と，

再生可能エネルギーを利用した地域熱供給を

組み合わせる地区単位のエネルギー再生事業

である．個々の建物の設備更新にとどまらず，

住宅群，熱供給施設，配管網，近隣公共施設

を含む地区全体を対象としている（Arriazu-

Ramos et al. 2021；López Rodríguez et al. 

2021）．

図3　パンプローナ市街地とアルガ川・エロルツ川・サダル川の位置
出所：Gobierno de Navarra（2020, p. 29）をもとに著者作成．
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住宅のエネルギー改修には，区分所有者間

の合意，費用負担，技術調整，補助制度の運

用など，建物単位では解決しにくい課題が伴

う．エフィディストリクトでは，ナバーラ州

の公営住宅・土地管理会社NASUVINSAが

地区内に窓口を設け，住民との調整を行いな

がら，建物外皮の改修と熱供給設備の整備を

進めた．この事業は，住宅の老朽化とエネル

ギー消費を，地区の空間的・社会的条件を含

む再生課題として扱った事例である．

熱供給施設と配管網の総投資額は約655万

ユーロで，そのうち約328万ユーロが欧州地

域開発基金から支援された．2024年には第1

段階が完了し，近隣で調達された認証済みの

森林由来木質チップを用いて7.5GWhを超え

る熱を供給し，民間住宅約2,500戸，スポー

ツ施設，市の公共施設が接続された．公表

資料では，二酸化炭素排出削減量は年間約

4,000tと推計されている（Fondos Europeos–

Gobierno de España 2025）．これらは個別事

業の整備規模と運用実績を示す数値である．

都市アジェンダにおけるPE219の意味は，

住宅改修，エネルギー供給，脱炭素，住民調

整を一つの地区再生事業として位置づけ，都

市全体の戦略プロジェクト群に組み込んだ点

にある．他方，EU資金，州政府の住宅政策，

NASUVINSAによる事業運営は，ナバーラ

州の制度的条件に支えられている．地区単位

で課題を捉える方法と，それを可能にした資

金・執行制度は分けて検討する必要がある．

2．RUNA2025

RUNA2025（Renaturalización Urbana de 

Pamplona 2025）は，河川再自然化を単独の

環境整備としてではなく，市内の緑と水の基

盤を再編する都市プログラムとして実施され

た．実施期間は2022年9月から2025年12月

までで，総事業費は約273万ユーロ，そのう

ち約260万ユーロが生物多様性財団から助成

された．事業主体はパンプローナ市である

（Fundación Biodiversidad n.d.）．

RUNA2025は，市の緑と水のインフラ計画

および持続可能な都市排水戦略の策定と，ア

ルガ川，サダル川，エロルツ川の沿岸を中心

とする11の事業から構成された．人工的圧

力を軽減し，生態的機能と生物多様性を回復

するとともに，複数の河川を連続した緑と水

の基盤として結び直すことを目的とする．個

別事業には，河岸環境の改善，生態的連続性

の回復，持続可能な排水，歩行者による河川

へのアクセス改善などが含まれる．

ここでいう緑と水のインフラとは，河川，

水路，排水系と，公園，河岸緑地，街路樹な

どを，治水，生物多様性，暑熱対策，生活環

境の基盤として一体的に捉える考え方であ

る．RUNA2025は，この考え方を複数の実

施事業に具体化した．ただし，RUNA2025

は57の戦略プロジェクトの名称ではなく，

PE102を含む都市アジェンダの河川・環境分

野の目標と接続する実施プログラムとして捉

える方が正確である．都市アジェンダの戦略

的な位置づけと，外部資金を伴う事業執行を

区別する必要がある．

3．PE102水辺環境軸

PE102水辺環境軸（PE102 Corredor Flu-

vial）は，パンプローナを流れる河川と周辺

空間を，都市全体の一つの機能的な回廊とし

て扱うための戦略プロジェクトである．都市

アジェンダの策定過程で提出された，生物多
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様性，河川環境，都市公園，庭園の再自然化

などに関する6つの提案を統合して構成され

た（Ayuntamiento de Pamplona 2022）．

中心的な考え方は，アルガ川を行政上また

は事業上の区間ごとに分けるのではなく，生

態，水循環，洪水，公共利用，景観が連続す

る一つの機能的単位として扱うことにある．

市は，アルガ川，エロルツ川，サダル川を対

象とする河川計画モデルを，今後の整備方針

を示す手段として位置づけている．そこでは，

河川環境，社会的利用，生態的価値，都市と

の関係から，事業の優先順位を整理すること

が想定されている．

PE102が掲げる内容には，河川の生態的状

態の維持・改善，生物多様性の保全，河川沿

いの余暇・レクリエーション利用・公共利用，

生態系間の連続性，気候変動および洪水への

適応が含まれる．PE102は特定施設の建設事

業というより，河川に関係する複数の計画や

事業に共通の方向を与える戦略的枠組みであ

る．そのため，単独事業としての整備量や事

業効果ではなく，計画・調整上の位置づけを

示す資料が中心となる．

4．三事業の関係

三事業の関係を整理すると，都市アジェン

ダ2030がすべての取組を新たに生み出した

わけではない．エフィディストリクトは都市

アジェンダの策定以前から進められており，

都市アジェンダでは既存事業を戦略プロジェ

クトとして位置づけ直している．RUNA2025

は外部助成を用いた期限付きの実施プログラ

ムであり，PE102は複数の河川関連施策を調

整する戦略プロジェクトである．

したがって，都市アジェンダの役割は，異

なる時期と制度のもとで形成された事業を直

接実施することではなく，それらが都市全体

のどの課題に対応し，どの主体が担当し，ど

の事業と関係しているかを共通の戦略体系の

なかで可視化することにある．この点に，三

事業を同じ枠組みで検討する意義がある．

表3は，三事業の性格，公表された事業内

容・実績，都市アジェンダ内での位置づけ，

および解釈上の留意点を整理したものであ

表3　三事業の内容とパンプローナ都市アジェンダ2030における位置づけ

出所：Ayuntamiento de Pamplona（2022, pp. 11-13, 86-89）；Arriazu-Ramos et al.（2021, pp. 3-4）；López Rodríguez et al.（2021）；

　　　Fondos Europeos-Gobierno de España（2025）；Fundación Biodiversidad（n.d.）をもとに著者作成．

事業 事業の性格と対象
公表された

事業内容・実績
都市アジェンダ内での

位置づけ
解釈上の留意点

PE219
エフィディ
ストリクト

外皮改修と地域熱供給を
組み合わせた，チャント
レア地区の住宅・エネル
ギー再生

熱供給施設・配管網の総投資
額約655万ユーロ．
2024年 に 第1段 階 が 完 了 し
7.5GWh超を供給，約2,500戸
等が接続．年間約4,000t-CO2

削減との推計

住宅ストック再生，エネルギー
転換，地区再生を一つの戦略
事業として位置づけ

実績値は個別事業の運用
結果であり，都市アジェ
ンダ自体の効果を直接示
すものではない

RUNA2025
河川再自然化と緑と水の
基盤整備を行う期限付き
の実施プログラム

総事業費約273万ユーロ．
アルガ川，サダル川，エロル
ツ川を中心に，計画策定を含
む11事業を実施

PE102等の河川・環境目標と
接続し，具体的事業を執行

都市アジェンダの戦略的
枠組みと，外部助成によ
る実施プログラムを区別
して捉える必要がある

PE102
水辺環境軸

河川空間，生態，公共利
用，都市計画を調整する
河川回廊の戦略プロジェ
クト

6つの提案を統合し，アルガ
川，エロルツ川，サダル川を
対象とする河川計画モデルを
設定

河川を一つの機能的単位とし
て扱い，複数事業に共通の方
向を与える

事業量や効果よりも，河
川関連施策を調整する計
画上の位置づけを示す資
料が中心である
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る．福井市への参照可能性については，制度

的条件の相違を含めて次節で検討する．

Ⅴ．福井市への参照可能性と制度的限界

1．福井市における既存の計画と事業

パンプローナの事例を福井市との関係で検

討する際に，まず確認すべきなのは，福井市

に住宅，都市構造，河川空間に関する施策が

存在しないわけではないという点である．福

井市住宅基本計画は，人口減少と高齢化を背

景として住宅政策の方向を示し，福井市空き

家等対策計画は，空き家の発生抑制，適正

管理，利活用を位置づけている．また，2025

年に改定された福井市立地適正化計画は，居

住と都市機能の誘導に加え，防災指針を含

む都市構造上の方針を示している（福井市 

2023a；2023b；2025b）．

足羽川についても，治水に加え，河川空間

の利活用，中心市街地との回遊，景観形成に

関する取組が進められている．福井県，福井

市，福井商工会議所などがまとめた2022年

の県都グランドデザインでは，足羽川周辺の

にぎわい創出と「歩きたくなるまち」が位置

づけられ，その後も河川敷の利用やライト

アップなどが実施されている（県都にぎわい

創生協議会 2022；福井県 2024）．

このように，住宅，空き家，都市機能，防

災，河川利用，景観に対応する計画や事業は

すでに存在する．ただし，それぞれは異なる

制度，計画，実施主体のもとに置かれている．

福井市における論点は，新たな政策分野を追

加することよりも，既存の取組が同じ市街地

の変化にどのように関係しているかを確認で

きる形で整理することにある．

2．参照し得る調整方法

パンプローナから参照し得る第一の点は，

分野の異なる事業を共通の戦略プロジェクト

群として一覧化していることである．都市ア

ジェンダは，住宅，河川，公共空間，エネルギー

などの事業を一つの制度に統合するものでは

ない．所管や資金制度を維持したまま，都市

全体の課題との関係，担当主体，進捗を共通

の枠組みで示している．これは個別計画を置

き換えるのではなく，計画相互の関係を可視

化する補助的な仕組みと理解できる．

第二の点は，建物や事業区間だけでなく，

課題に応じた空間的なまとまりを設定してい

ることである．エフィディストリクトでは住

宅改修を地区単位で捉え，PE102では河川を

個別区間ではなく連続した回廊として扱う．

福井市においても，空き家，移動，公共空間，

河川利用などが重なる地区を確認し，その範

囲で既存事業の関係を整理するという考え方

は参照し得る．

第三の点は，計画目標だけでなく，事業の

担当主体，進行段階，公表された指標を継続

的に確認していることである．ここで重要な

のは，異なる事業を単一の成果指標で比較す

ることではない．住宅改修であれば戸数やエ

ネルギー使用量，河川事業であれば整備区間

や生態的状態，戦略プロジェクトであれば計

画策定や関係主体間の調整状況など，事業の

性格に応じた指標を同じ一覧のなかで追跡す

る点にある．

これらはパンプローナの制度を移転すると

いうより，福井市にすでに存在する施策の

関係を読み直すための調整方法である．「都

市アジェンダとして整理する」とは，独立し
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た新計画の策定を直ちに意味するものではな

く，既存計画と事業の対応関係を確認できる

形にすることと捉えるべきである．

3．制度的条件の相違

一方，パンプローナの具体的な事業手段

には，福井市へ直接移すことのできない要

素が多い．エフィディストリクトは，EU

の地域政策資金，ナバーラ州の住宅政策，

NASUVINSAによる地区単位の事業運営を

前提としている．RUNA2025も，EUの復興・

強靱化政策に関連する助成制度を通じて，期

間と財源を定めた実施プログラムとして進め

られた．これらの資金制度や執行組織は，日

本の地方都市が同じ形で利用できるものでは

ない．

河川管理についても制度上の差に注意する

必要がある．福井市では，足羽川の治水，河

川施設，公共利用，中心市街地との回遊が，国，

県，市，民間組織など複数の主体に関係する．

したがって，PE102のように河川回廊を一つ

の戦略単位として示すことと，河川管理や事

業権限を一元化することは区別されなければ

ならない．参照できるのは，異なる管理主体

が関係する事業を共通の空間像のもとで整理

する方法であり，パンプローナと同じ実施体

制ではない．

日本の都市政策でも，既存建築物の活用や

エリアマネジメントを促す制度が拡充されて

いる．2026年5月に公布された都市再生特別

措置法等の改正には，地域固有の建築物のリ

ノベーション・活用や，官民連携によるエリ

ア価値向上を支える措置が盛り込まれた（国

土交通省 2026）．ただし，こうした制度動向

がパンプローナ型の都市アジェンダを直ちに

可能にするわけではなく，福井市の既存計画，

事業主体，財源との対応関係を個別に検討す

る必要がある．表4に示すように，パンプロー

ナから参照し得るのは，特定制度の一括した

移転ではなく，異なる施策を共通の課題と空

間単位に対応づけ，担当主体と進捗を可視化

する方法である．一方，資金，事業執行，河

川管理，行政組織については制度上の差が大

きく，本稿の資料から具体的な導入方法まで

出所：福井市（2023a, p. 61；2023b, pp. 2–3；2025b），県都にぎわい創生協議会（2022, p. 13），福井県（2024），Ayuntamiento de Pamplona（2021, 

        pp. 11–17, 72–73；2022, pp. 11–13, 86–89）をもとに著者作成．

パンプローナで
確認された要素

福井市における参照可能性 制度上の留意点

分野別事業を共通の
戦略体系に位置づけ

住宅，空き家，都市機能，河川，公共空間
に関する既存計画・事業を，共通の課題体
系のもとで一覧化する方法は参照し得る

個別計画や所管制度そのものを一つに統合す
ることを意味しない

地区単位での住宅・
エネルギー再生

住宅改修を建物単位だけでなく地区単位で捉
え，公共空間や移動等との関係を整理する視
点は参照し得る

EU資金，州の住宅政策，NASUVINSAによる
事業執行体制は直接移　転できない

河川回廊と緑と
水のインフラ

足羽川と沿川市街地に関わる事業を，連続し
た空間として整理する視点は参照し得る

河川管理，治水，景観，公共利用に関する権
限は複数主体に分かれている

担当主体・進捗・
指標の継続的確認

既存事業の担当主体，進行段階，関連指標を
分野横断的に確認する方法は参照し得る

異なる性格の事業を単一の成果指標で横断的
に評価することには限界がある

戦略オフィスによる
部局横断的調整

部局間の情報共有と進捗確認のあり方を検討
する際の参照材料となる

常設の新組織が必要かどうかは，本稿の資料
からは判断できない

表4　パンプローナの枠組みと福井市における参照可能性
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示すことはできない．

Ⅵ．おわりに

本稿は，パンプローナ都市アジェンダ

2030を参照事例として，住宅ストック再生，

河川再自然化，河川回廊整備が都市全体の戦

略体系のなかでどのように位置づけられてい

るかを検討した．PE219エフィディストリク

ト，RUNA2025，PE102水辺環境軸は，実施

時期，事業主体，資金制度，対象空間の異な

る取組である．都市アジェンダは，それらを

同一の制度に統合するのではなく，各事業が

どの課題に対応し，どの主体が関わり，どの

段階にあるかを共通の戦略プロジェクト群と

して示す枠組みである．

本稿から確認できるのは，都市アジェンダ

自体が個々の事業成果をもたらしたという因

果関係ではない．公表資料から読み取れるの

は，異なる制度や財源のもとで進められてき

た取組を，住宅，環境，河川，公共空間を横

断する都市課題として位置づけ，担当主体と

進捗を継続的に確認する方法である．具体的

な資金，事業執行，河川管理はEU，スペイ

ンおよびナバーラ州の制度的条件に支えられ

ており，福井市へ直接移転することはできな

い．

福井市において参照し得るのは，パンプ

ローナの個別制度ではなく，既存の計画や事

業を共通の課題体系と空間単位に対応づける

調整方法である．住宅，空き家，都市機能，

防災，足羽川の利用に関する取組の関係を一

覧化し，担当主体，対象地域，進行段階を確

認することは，分野ごとに形成されてきた施

策の接点を検討する一つの方法となり得る．

ただし，新たな計画や組織の必要性，具体的

な事業単位，財源，実施体制については，本

稿の資料のみから判断できない．今後は，パ

ンプローナにおける部局間調整と事業運営の

実態，福井市における既存計画相互の関係と

実施主体の認識を確認する必要がある．
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